


業開始の前に対等な競争条件を確保するためにどのような措置がとられるのか不明

確です。 
 
• コンプライアンス・リスク管理  概要と別記において、日本郵政株式会社が ゆう

ちょ と かんぽ のコンプライアンスおよびリスク管理体制の改善を目指している

ことが示されており、ACCJ はこれを歓迎します。一方で、民間企業に適用される

金融庁のルールや規制と整合する、適切なコンプライアンス・リスク管理を確保す

るために、予定されている措置が充分かどうかを判断するためには、これまで以上

の透明性が必要です。これは保険、銀行業だけでなく、住宅ローン、クレジットカ

ード等の個人向け与信ビジネス等も含む、ACCJ 会員企業が関心を寄せる事業全般

において言えることです。 
 
• 再保険契約  再保険契約自体は発表されておらず、概要および別記においても、

再保険契約がアームズ・レングスの基準に基づいて締結されるのかどうかについて

の重要な詳細は示されていません。かんぽ は旧簡保保険契約の保全業務に対して市

場価格よりも高値での報酬を得ている可能性があり、それは かんぽ に巨大な利益

をもたらし、市場の競合者を不利な立場に置くものです。 
 
• 個人向け与信ビジネスにおける対等な競争条件の確保  別記において、「郵便局の

ネットワークを最重要のチャネルとして位置づけ、･･･グループとしてのシナジーが

発揮できるよう連携を密にしていくこととします」（強調部分は追加）（46 ページ第

IV 章 4(2)）と言及しているように、ゆうちょ が個人向け与信ビジネスに進出する

ことを明記しています。別記では、たとえば、234 箇所の店舗を設け、資金の貸し

付け等を行うと言及していますが、ゆうちょ が個人向け与信ビジネスをどの範囲ま

で行うのか明らかにされていません（50 ページ第 IV 章 5(2)）。したがって、対等

な競争条件が確保されているかをきちんと判断し、賃料、サービス、その他経費に

ついて相互補助が行われないよう事前に発見し、そして郵政公社が政府補助を通じ

て築いてきた市場における優位性・特権をこうした新しいビジネスにおいて不当に

利用していないことを保証するためには、実施計画の充分なディスクロージャーが

必要です。 
 
• 個人情報  私たち民間業界は、ゆうちょ と かんぽ が旧郵貯口座保有者・旧簡保

保険契約者の個人情報を無料もしくは市場価格よりも低い対価で入手しているので

はないかと懸念しています。こうした情報は非常に価値が高いものであり、[こうし

たことが行われているとすれば、それは]政府補助に相当すると考えられます。 
 



• 実施計画には明らかに問題とされる点が数多くあり、ここで申しあげた点は、そのう

ちのほんの少数にすぎません。ゆうちょ と かんぽ は対等な競争条件が確保される

まで、事業拡大を許されるべきではありません。対等な競争条件を確立するプロセス

を確認するためには、実施計画の充分なディスクロージャーが必要です。 
 
提言：保険と銀行サービス 
• 利害関係者全員が実施計画の全文へアクセスできるようにご対応いただきたく、お願

い申しあげます。充分なディスクロージャーがなければ、実質的に意味のある意見を

述べることはできません。実施計画の本文は長くても 1,000 ページ程度と推測します

が、その程度の長さであれば日本郵政株式会社のホームページにて公開できるものと

思われます。膨大な量におよぶ別記については、郵政民営化推進室が、たとえば利害

関係者が全文を閲覧できる閲覧室等の施設を設置すべきであると考えます。 
 
 
２．エクスプレスサービス 
エクスプレスサービスに関する ACCJ の主な懸念は、民営化された各郵政事業会社と

同種の業務を営む民間事業者間の対等な競争条件を確立するという、法律により課せら

れた義務が実施されていないことです。郵政公社は競合する民間事業者には適用されな

い規制上、財務上の利点を享受し続けることになるでしょう。これは同種の業務を営む

事業者にとって不公正であり、また経済全体にとっても不健全なことです。 
 
• 現状  郵政公社は国際スピード郵便（EMS）が国際エクスプレス便市場で民間事

業者と直接競合していることを明確にしています。生田正治郵政公社前総裁によれ

ば、日本発のエクスプレスメールにおいて郵政公社が占めるシェアはすでに 18 パ

ーセントあります。概要の別記には EMS について外国郵政庁との連携を強化し、

スピードアップをはかり、業務品質の向上に努めることが明記されています。また、

EMS は民間事業者と対等なサービスを提供するためトラッキングサービスを引き

続き改善しています。しかし、多くの規制的な優遇面があることもあり、郵政公社

は EMS の価格設定を類似の民間事業者のサービスに比べて、かなり低く設定する

ことができています。 
 
• 競争に対する考え方  ACCJ は郵便の承継会社であれ、他の事業者であれ、エク

スプレス市場に平等な条件で参入されることには懸念を抱いておりません。しかし

ながら、数々の規制上の優遇面を残したまま、郵政公社が民間事業者のビジネスと

競合していることには多大なる懸念を有しております。そのような優遇面として、

よりゆるい保安規則や、まったく違う通関の方法などが挙げられます。 



 
• 実施計画では言及されず  このような規制上の優遇を撤廃するために何らかの

措置が取られる予定であるかどうかについて、概要・別記のいずれも言及していま

せん。実際、別記の 6 ページでは、将来的に郵便事業会社に対する規制緩和の要求

が高まることも視野に置き、その対応として、「…今後は民間企業としての戦略面

の自由度を最大限活用することで、…それぞれの事業領域で厳しい競争に打ち勝ち

ながら自立を目指します」と述べています。しかし「規制改革の要求が高まる」将

来まで、すなわち必要に迫られるのを待つのではなく、民営化される各郵政事業会

社が市場に参入し、民間事業者との競争が高まる今こそ、そのような「改革」を行

う時期です。基本理念を記した郵政民営化法第 2 条では、民営化は同種の業務を営

む事業者との対等な競争条件を確保する措置を講じなければならないと規定して

います。 
 
• 通関 

異なる規則  EMS が享受している大きな優遇面のひとつが、まったく違う

通関プロセスであります。民間エクスプレス事業者は、輸出入品の品目を判断

し、その詳細を申告し、保税地域における輸出入品管理を行い、輸入にかかる

関税等を計算し、その情報を通関情報処理センターのシステムにインプットし

なくてはなりませんが、このような輸出入通関業務を行うために、何百人もの

従業員を雇用しています。また、この通関情報処理センターの使用費用として

毎年 1 億円以上かかっています。ほとんどの通関業務は、通関業務に携わる社

員が行います。このような通関にかかる費用は顧客に対する料金に反映されな

ければなりません。保税地域へのエクスプレス貨物の搬入や通関の申告は、輸

出時には特に負荷となります。企業の営業時間の終わりに貨物が集荷されてか

ら、世界に向けて航空機が夜、空港を離陸するまでの間の数時間のうちに輸出

通関プロセスを完了しなければならないからです。対照的に、郵政公社のため

の輸出通関手続きは、税関職員が行います。 
 
未完了の法改正 このような不適切なエクスプレス貨物の通関手続きとの区

別は最近認識されるようになり、財務省は民間事業者と同じ通関手続きを 20
万円を超える国際郵便貨物すべてに適用する法案を作成し、成立しました。こ

のことは重要で賞賛に値する最初の一歩でありますが、20 万円を越える EMS
の数は非常に限られています。郵政公社の EMS ビジネスの大半に対して、他

の業者が守らなくてはならない費用のかかる通関手続きが依然として要求さ

れない状態が続きます。EMS に競争上の優遇面を与える以外の目的を見出す

ことはできません。通関規則が、税関が貨物にかかる適切な関税を徴収するこ



とを確実にするためのものであるならば、日本の最も大きなエクスプレスサー

ビスのひとつであるEMSがそれから除外されている目的は何でしょうか？概

要と別記には規制上の処遇にかかる多大な競争上の相違点を排除するために

何がなされるかという記載はありません。 
 

• 保安規則  他に郵政公社と民間事業者との違いとして保安規制が挙げられます。民

間エクスプレス事業者は国土交通省と財務省によって制定された規定によって規制

されています。郵政公社はこれらの規定によって完全に規制されてはいません。例え

ば、民間事業者は到着前に貨物情報を提出する義務がありますが、郵政公社にはあり

ません。概要および別記のいずれにも、実施計画がこの点について同一の扱いをするよ

うな措置を盛り込むかどうかについて言及していません。 
 
• 駐車禁止に関する法の適用除外  各警察署が新たな駐車規制から郵政公社の郵便

車両を除外しているため、駐車監視員も EMS を運ぶ郵政公社の車両による違反行為

を無視しています。その一方で、EMS の競合者は同じ場所の駐車を制限され、駐車

違反の標章を貼られるのです。概要、別記のいずれも、このような競争上の優位性へ

の対応に言及していません。 
 
• 収支状況の報告  規制上の優位性に加え、競合企業の中に補助を受ける企業が 1 社

でもあれば、対等な競争条件は存在しません。EMS が他の郵政事業会社からそのよ

うな補助を受けているかどうかを一般市民が判断する唯一の方法は、郵便事業株式会

社、郵便局株式会社、および日本郵政株式会社が、支出、利益、キャッシュフローお

よび他の財務データを競争的、非競争的サービス分野で明確に区別し、そしてそれら

を一般に公開することです。現在、郵政事業会社の財務記録が透明性のある方法で取

り扱われる予定はありません。郵便事業会社を規制することとなる規定でも同じよう

なスタンスが取られています。郵便事業会社法の施行規則に対するパブリックコメン

トを求めた意見の返答として、総務省はウェブサイト上で、本規制は一般私人と郵便

事業会社との関係を規律するものではないため、パブリックコメントは「公益の実現

を損ねる」であろうとはっきりと述べています。 
 
• EMS は競合サービス  EMS に関して、郵政公社に対する異なる規制は EMS を「ユ

ニバーサルサービス」の一部とする主張もあり、正当化されてきました。しかし、EMS
は普通の郵便とは異なり、競争力のある付加価値サービスです。2005 年に民営化法

案が制定された際、競合サービスに同種の民営サービスと異なる規定が適用されるこ

とは不適切であるとし、ゆうパックを含む国内小包郵便がユニバーサルサービスの枠

から外されました。しかし、同じような国際サービスである EMS は、守られたユニ



バーサルサービスとして残ることとなります。EMS は国際的な郵便条約である万国

郵便条約により規定されるサービスではありますが、その条約は加盟各国がユニバー

サルサービスの一環として EMS を提供することを義務づけてはおらず、また基本的

な封書の配達のようなサービスとしても規定していません。EMS をユニバーサルサ

ービスから除外するのが他の主要経済大国の傾向であり、ヨーロッパのいくつかの

国々では EMS を完全に排除し、また他の国々では民間エクスプレスサービスと同一

の規制を適用し始めています。 
 
提言: EMS 
EMS が競合サービスであり、郵政公社は民間企業者のサービスと匹敵するよう EMS を発

展させていることを鑑み、ACCJ は日本政府が以下の措置をとられることを要請します。 
 
• EMS を競合サービスとして扱う  EMS を「ユニバーサルサービス」の要素として郵政

の独占によって保護することを廃止してください。国内郵便小包のように、EMS も万国

郵便条約によって義務づけられたユニバーサルサービスとしてではなく、競合分野とし

て扱うべきです。 
 
• 共通の監督官庁  EMS も民間事業者と同じ官庁によって監督されるべきです。理想的

には、郵便事業会社が民営化されることに鑑み、郵便事業会社全体が民間事業者と同じ官

庁によって監督されるべきです。 
 
• 相互補助の排除  郵政公社を承継する各郵政事業体は、独占サービスから得た収益

や郵政公社資産の売却益から EMS のような競合サービスへ相互補助を行うことを禁

止されるべきです。会計および開示規則は、第三者がそのような相互補助が起きてい

ないことを検証できるよう十分に透明性を確保するものでなければなりません。 
 
 




























